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「罹災（被災）証明書」で「全壊」「大規模半壊」「中規模半壊」 

「半壊」と認定された家屋等の自費解体費用償還制度について 
 

内  灘  町 

令和６年２月 

 

 令和６年能登半島地震で被災した家屋等について、生活環境保全上の支障の除去及び

二次災害の防止を図るため、自らの費用負担によって解体・撤去をした者に対して、申

請により費用を償還します。 

 

【参考】公費解体と自費解体費用償還の比較 

 メリット デメリット 

公費解体 ・費用が抑えられる ・解体作業までに時間を要する 

費用償還 

(自費解体) 
・早く解体作業が実施できる 

・一時的な費用負担が発生する 

・全額償還されない可能性がある 

１ 撤去の対象                                                       

1. 対象は「罹災（被災）証明書」で「全壊」「大規模半壊」「中規模半壊」「半壊」と認

定された家屋等（事業所、倉庫などの非住家を含む）です。 

2. 令和 6年 1月 1日から 9月 30日までに、解体事業者等との解体・撤去にかかる契約

が行われたものを対象とします。 

3. 対象となるものは、倒壊のおそれがある、または壊れた家屋等となり、それ以外の

工作物等は原則対象外です。ただし、撤去工事の支障になる工作物等や生活環境保

全上、撤去の必要があると認められる工作物等については対象となる場合がありま

す。被災証明の判定を受けていない倉庫や物置等も同様です。 

4. 基礎部分については、3階建て以下の戸建て住宅及び 2 階建て以下でかつ高さが 10m

以下の事業所、店舗、併用住宅及びアパート等で撤去の対象となります。また、家

屋周りの犬走りは、家屋等と一体となっているものは撤去の対象となります。 

5. 被災家屋等と接続している上下水道管等については、地上部分の撤去と一体的に取

り壊されるものに限り、撤去の対象となります。 

※ 被災家屋等の一部のみの撤去は対象となりません（原則、被災家屋等全体の撤去が

対象となります）。 

※ 「住宅の応急修理制度」と併用することはできません。 
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２ 撤去対象のイメージ                       

 

 

３ 撤去の対象外（原則として申請者自己負担）                                                      

1. 4階建て以上の戸建て住宅の基礎 

2. 3階建て以上または高さが 10m以上の事業所、店舗、併用住宅及びアパート等の基礎 

3. 単独で解体する必要がある浄化槽、便槽、カーポート 等 

4. 基礎杭、地下室、地下貯蔵庫等の地下埋蔵物 

5. アスファルト舗装、砂利などの敷設物 

6. ブロック塀、よう壁(土留め壁)、庭木、庭石 等 

7. 家財道具 等 

8. 電気・電話・ガス・水道・ケーブルテレビ等の停止手続きに関する費用、浄化槽(便

槽)の汲取り及び最終清掃等に関する費用（エアコンはフロンガス処分後撤去） 

※（1.～6.について）撤去工事の実施に支障がある場合や生活環境保全上、撤去の必要

が認められる場合は解体の対象となる場合があります。撤去の対象は現地調査（事後立

会）後に決定します。 

※（7.について) 家屋内への立入や搬出作業に危険が及ぶ可能性が高い場合などは対象

となる場合があります。撤去の対象は現地調査（事後立会）後に決定します。 

※（8.について）詳しくは 9ページをご覧ください。 
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４ 申請受付                        

【窓口での申請受付・相談】（予約制） 

・窓口での相談・申請受付は予約制となります｡ 事前に下記までお電話ください｡ 

内灘町役場 住民課 電話番号 076-286-6701 
予約受付時間：平日午前 8時 30分～午後 5時 15分 

⚫ 申請受付窓口：内灘町役場 1階 住民課前 申請受付ブース 

⚫ 申請受付期限：令和 6年 11月 29日（金） 

※やむを得ない事情により期日までに申請ができない場合はご相談ください。 

⚫ 申請・相談受付時間：午前 9時 00分～午後 4時 30分 

                  （当面の間、土日祝日も開庁します。） 

【郵送での申請】 

・郵送先  〒920-0292 石川県河北郡内灘町字大学 1丁目 2番地 1 
            内灘町役場 住民課 公費解体担当者宛 

⚫ 申請受付期限：令和 6年 11月 29日（金）必着 

※身分証明書はコピーを添付してください。その他、原本の提出が必要な書類は原

本を添付してください。 

※郵便物が届かないなどのトラブルについて、内灘町では責任を負いかねます。 

５ 本制度の注意点                      

1. 本制度に申請できるのは、令和 6 年 1 月 1 日から申請日まで、内灘町内に被災家屋

等を所有している方（所有者）となります。令和 6 年 1 月 2 日以降に売買等（相続

を除く）で所有者になられた場合は対象になりません。法人の場合は「中小企業法

第２条」による中小企業者（中小企業者並みの公益法人を含む）が対象となり、次

の表のとおりです。 

業種分類 
いずれかに該当すること 

資本金 従業員数 

製造業その他 3億円以下 300人以下 

卸売業 1億円以下 100人以下 

小売業 5,000万円以下 50人以下 

サービス業 5,000万円以下 100人以下 

2. 申請にあたっては、被災家屋等の共有者や抵当権者、故人が登記名義人の場合は、

相続権者全員の書面による同意が必要です。 

3. 本制度は壊れた家屋等の撤去を対象としており、撤去後の土地の整地（客土等）は

対象となりません。 
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６ 受付から撤去までの流れ                 

① 必要書類等の準備 
 ・5、6ページを参考に必要書類等の準備をお願いします。 

 

   

② 受付予約 
 ・窓口受付は予約制です。受付希望日を確認しますので、住民課

（076-286-6701）までご連絡ください。 

 

③ 申請受付・審査 
 ・必要書類等を確認し、申請書を受け付けます。 

（書類に不備がある場合は受付けできません。） 
・受付場所は、内灘町役場１階 住民課前 申請受付ブースです。 

   

④現地調査（事後立会） 

 ・現地調査（事後立会）の日程を決めます。内灘町（調査業者）か
ら電話をします。 

・所有者・調査業者・内灘町で現地調査を実施し、撤去範囲等の確
認を行います。 

・現地調査（事後立会）には必ず立ち合いが必要です。 
   

⑤ 償還額の算定 

 ・申請書類及び現地調査をもとに償還額を算定します。 
・町の基準により算定した額が、解体業者等へ支払った金額を下回
った場合は、その差額については、申請者のご負担となります。 

   

⑥ 交付決定通知 

 ・「償還金交付決定通知書」を発行します。 

・何らかの理由により撤去の実施が不適当と決定した場合は「償還
金不交付決定通知書」を発行します。 

   

⑦ 償還金請求書提出 
 

・「償還金交付決定通知書」を受取後、速やかに提出をお願いします。 

   

⑧ 償還金支払い 
 

・指定の口座に償還金を入金します。 
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７ 受付に必要な申請様式等                           

申請時に必要な書類等（共通） 備考 

1 申請書（様式１）  

2 罹災（被災）証明書【原本提示】 コピーを取り、お返しします。 

3 申請者の本人確認書類【原本提示】 

※ 代理人の場合は、代理人の本人

確認書類 

※法人の場合は、商業・法人の登

記事項証明書 

※内灘町が法務局から登記情報

提供を受けて確認するため提

出不要 

 

コピーを取り、お返しします。 

1点で可 運転免許証、マイナンバーカード、 

パスポート、在留カード等 

2点必要 健康保険証、介護保険証、年金手帳、 

学生証、社員証等 
 

4 申請者の印鑑登録証明書【原本】 

※ 代理人の場合は、委任者の印鑑

登録証明書 

発行日から６ヶ月以内のもの 

5 登記事項（建物）全部事項証明書 

※ 内灘町が法務局から登記情報

提供を受けて確認するため提

出不要 

 

※建物が未登記の場合 、「固定資産税評価証明書」 

⇒【 入手先 】内灘町役場 2階 税務課 

※建物が未登記で「固定資産税評価証明書」に解体する建

物が記載されていない場合 

⇒ 原則として、土地の所有者をその建物の所有者とみ

なします。そのため、土地の所有者が確認できる「登

記事項（土地）全部事項証明書」を確認します。 

6 被災家屋等の配置図（様式２） 記入例を参考に家屋等の配置を記入し、「解体」する建物

等と「残す」建物等を図示してください。 

7 被災家屋等の状況写真（様式３） 被災家屋等の全景（4方向）その他撤去に係る対象物が特

定される写真を添付してください。 

8 解体写真 

※各工程の（前中後）の写真 

 

9 契約書（写し）  

10 領収書（写し）  

11 工事内訳明細書（写し）  

12 マニフェスト伝票（Ｅ票）（写し）  

13 印鑑 

※書類に不備があった場合、訂正

印が必要となりますのでご持参

ください。 

本人 ⇒ 実印、代理人 ⇒ 認印可、 

法人 ⇒ 代表者の登録印 

※代理人の場合、委任状に押印した印鑑が必要となります

ので、ご用意ください。 

必要書類は次ページに続きます 



【自費解体費用償還】 

6 

 

代理人が申請する場合に追加で必要な書類 

14 申請者からの委任状（様式４） 

※提出のみを委任する場合は、代

理人の本人確認書類【原本提示】 

申請者の登録印が押印された所定の委任状 

共有者がいる場合 

15 同意書（様式５） 共有者全員分 

16 共有者の印鑑登録証明書 ⚫ 発行日から６ヶ月以内のもの 

⚫ 相続権者全員分 

【 入手先 】 

個人 ⇒ 内灘町役場１階 住民課（※内灘町に登録の場合） 

法人 ⇒ 金沢地方法務局 

家屋等の所有者が亡くなっている場合（相続人が申請する場合） 

17 所有者の死亡と相続権者全員分

の続柄等関係や氏名がわかる戸

籍謄本等【原本】 

【 入手先 】 

内灘町役場 1階 住民課（※本籍が内灘町の場合） 

18 遺産分割協議書【原本提示】 相続権者全員の登録印が押印されたもの 

（コピーを取り、お返しします。） 

19 相続権者全員の印鑑登録証明書

【原本】 

⚫ 発行日から６ヶ月以内のもの 

⚫ 相続権者全員分 

20 相続関係図 ⚫ 相続権者全員が記載されたもの 

家屋等の所有者が亡くなっている場合（相続人が決まっていない場合） 

21 所有者の死亡と相続権者全員分

の続柄等関係や氏名がわかる戸

籍謄本等【原本】 

【 入手先 】 

内灘町役場 1階 住民課（※本籍が内灘町の場合） 

22 同意書（様式５） ⚫ 相続権者全員分  

23 相続権者全員の印鑑登録証明書

【原本】 

⚫ 発行日から６ヶ月以内のもの 

⚫ 相続権者全員分 

24 相続関係図 ⚫ 相続権者全員が記載されたもの 

公簿面積による償還算定によりがたい場合 

25 測量写真（数値の目盛り近影も必

要） 
 

25 解体面積が分かる求積図（平面

図） 
 

 

個別の状況により、上記以外の書類の提出が必要となる場合があります。 
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８ よくある質問                      

問１ 自費で解体・撤去して解体工事業者へ支払った金額は全額償還されますか？ 

答１ 償還する額の上限は、町が算定した額（基準額）となります。申請者から解体工

事業者への支払金額が上限を上回る場合、自己負担が発生する場合があります。

基準額は、基本的に解体・撤去した家屋等の延床面積に町が定める構造別単価を

乗じて算定します。なお、家屋等の延床面積は、原則、登記事項証明書、固定資

産税評価・課税証明書によります。 

 

問２ 敷地内にあるブロック塀は対象となりますか？ 

答２ ブロック塀・よう壁等は、撤去の対象となりません。ただし、倒壊のおそれがあ

ると認められる場合や工事支障のため撤去の必要性がある場合は、対象となる場

合があります。撤去の対象は現地調査（事後立会）後に決定します。 

 

問３ 庭木・庭石や土間コンクリートは対象となりますか？ 

答３ 庭木・庭石の類は、撤去の対象となりません。土間コンクリートは、家屋内部の

土間や家屋周りのいわゆる「犬走り」を除き対象となりません。ただし、撤去工

事の実施に支障がある場合や生活環境保全上、撤去の必要が認められる場合は撤

去の対象となる場合があります。撤去の対象は現地調査（事後立会）後に決定し

ます。 

 

問４ 敷地内に住家と倉庫があるが、倉庫のみの撤去は対象となりますか？ 

答４ 倉庫について、被災証明書で「半壊」以上の判定を受けており、生活環境保全上

の支障があると認められる場合は対象となります。 

 

問５ 母屋と増築した倉庫がつながっているが、倉庫だけ撤去できますか？ 

答５ 撤去は、棟単位で行いますので、一棟の建物であればできません。ただし、登記

上別棟又は構造上別棟であると判断できる場合は、倉庫のみ撤去できる場合があ

ります。撤去の対象は現地調査（事後立会）後に決定します。 

 

問６ 運搬・処分料は償還の対象となりますか？ 

答６ 解体業者等が産業廃棄物として処理を行い、マニフェスト等の提出があれば、運

搬・処分料も含め、償還対象となります。 

 

問７ 同じ家屋に対して、応急修理制度と公費解体制度を併用できますか？ 

答７ 併用できません。ただし、応急修理制度を活用し、対象家屋に継続的に居住する

ことを目指し、応急修理を行って生活を始めたものの、長期継続的に居住するこ

とが困難で、結果的に解体・撤去をせざるを得ない状況となった場合に限り、例

外的に公費解体制度を利用することができる場合があります。 
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問８ 所有者が死亡している場合は、だれが申請者となりますか？ 

答８ 原則として、次のとおりとなりますが、詳細は相談窓口にてお尋ねください。 

(1)遺産分割協議が成立している場合 

   遺産分割協議により所有者（被相続人）から家屋等を相続することになった相続

人が申請者となります。 申請の際に遺産分割協議書及び相続関係証明書類（※１）

を提出してください。 

(2)遺産分割協議が成立していない場合 

  所有者（被相続人）の法定相続人の中から代表者を１名決めてください。その代

表者が申請者となります。申請の際に 代表者以外の法定相続人全員分の同意書及

び相続関係証明書類（※１）を提出してください。 

(3)公正証書遺言がある場合 

   公正証書遺言（※２）により所有者（被相続人）から家屋等を相続することにな

った相続人が申請者となります。申請の際に公正証書遺言の原本及び所有者の死

亡が確認できる書類（戸籍等）を提出してください。 

 

※１ 相続関係証明書類とは、被相続人の出生から死亡までの戸籍・除籍謄本、

法定相続人の戸籍謄本等、被相続人の相続関係が確認できる書類です。 

※２ 公正証書遺言以外の遺言は、有効なものか否か判断ができないため認めて

いません。 
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【 参考 】家屋等の撤去前に必要な電力、電話、水道、ガス等の諸手続きについて   

撤去工事前に下記の解約手続き等を行ってください。 

 

【 電力・電話等 】ご契約されている電気・電話事業者にご確認ください。 

電気メーターと引込線の撤去が必要です。電気事業者に「電気メーター及び引込

線の撤去」、電話事業者に「電話線の撤去」を依頼し、撤去しておいてください。 

インターネット回線や光ケーブル等の有線回線も、すべて同様に撤去しておいて

ください。 

（※ 費用が生じる場合は、依頼者の負担となります。） 

【 ガス 】ご契約されている事業者にご確認ください。 

プロパンガスを使用している方は、プロパンガスの撤去が必要です。ご契約され

ている事業者に依頼してください。 

（※ 費用が生じる場合は、所有者の負担となります。） 

【 水道 】内灘町 上下水道課（076-286-1115） 

撤去工事着手までに上下水道の休止手続きをお願いします。工事完了後、水道を

使用する場合は、上下水道課で手続きをお願いします。開栓の手続きには手数料が

かかります。 

【 灯油 】取扱い店又は専門業者にお問い合わせください。 

撤去工事が始まる前までに、灯油の処分をお願いします。 

詳細については、取扱い店又は専門業者にお問い合わせください。 

（※ 費用が生じる場合は、依頼者の負担となります。） 

【 浄化槽・汲取り便槽 】 

    撤去工事が始まる前までに、浄化槽の最終清掃や最終汲取りを事業者に依頼して

ください。 

  （※ 費用が生じる場合は、依頼者の負担となります。） 

【 エアコン 】 

  エアコンが設置されている場合は、フロンガスの処理を含め事業者に撤去を依頼

してしてください。 

（※ 費用は、依頼者の負担となります。） 

 
 

 

【自費解体費費用償還に関する問い合わせ先】 

内灘町役場 住民課 電話番号 076-286-6701 

午前 8時 30分～午後 5時 15分まで ※土日祝日、年末年始を除く 


